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１．基本認識

わが国の事業所数は年々減少しており、ここ５年
間で実に約40万者が消滅。国力を維持・発展させ
るためには、事業承継や創業が極めて重要であ
り、そのためには、開業手続をはじめとする行政
手続のオンライン・ワンストップ化が不可欠。この
ことは外国企業による対日投資増にも有効。

また、中小企業の足元の最大の経営課題は“人
手不足”。行政手続のオンライン・ワンストップ化
は、官民双方の働き方改革と生産性向上を実現
し、“人手不足”の克服に大きく寄与することから、
官民挙げて取り組むべき重要課題。

商工会議所は、「構造改革徹底推進会合 （企業
関連制度・産業構造改革・イノベーション会合）」
のリーダーシップによる法人設立手続のオンライ
ン・ワンストップ化の確実な実現に大きな期待。

外 円：2017年度調査
内 円：2016年度調査
内々円：2015年度調査

【人手不足の状況（全産業）】

出典：日商「人手不足への対応等に関する調査」（2017年7月）

【中小企業数の推移】

出典：中小企業庁「2017年版中小企業白書」

日本 アメリカ イギリス ドイツ フランス

4.6　(2012-14) 9.3　(2011) 14.3　(2015) 7.3　(2014) 12.4　(2015)
6.1　(2012-14) 10.0　(2011) 9.4　(2015) 7.6　(2014) 5.4　(2015)

【開業率(上段)・廃業率(下段)の国際比較（直近年）】

出典：経済センサス、中小企業庁「2017年版中小企業白書」
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添付書類 提出先
登記事項証明書 都道府県税事務所、市町村税事務所、労基署、ハローワーク等

賃金台帳 ハローワーク、年金事務所
定款の写し 税務署、都道府県税事務所、市町村税事務所
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２．検討の前提（目的の再確認）

（１）政府は、未来投資戦略2017（平成29年６月９日閣議決定）において、「2020年ま
でに、世界銀行のビジネス環境ランキングにおいて、日本が先進国３位以内に入
る」ことをKPIとして決定。しかし、現在の順位は２４位で、年々低下。

（２）政府は、規制改革推進会議・行政手続部会のとりまとめ（平成29年３月29日）
において、行政手続簡素化の３原則を決定。

2014年 2015年 2016年 2017年 2018年
１５位 １９位 ２４位 ２６位 ２４位

【世界における日本のビジネス環境ランキング（OECD３５ヶ国中）】

出典：世界銀行「ビジネス環境ランキング」

（会員事業所等へのヒアリングを元に集計）

（※2014～2016年までは３４ヶ国中）

（３）商工会議所会員事業所等へのヒアリングによると、法人設立の際に複数回提
出しなければならない書類のうち、取り寄せや作成に手間やコストがかかり、負
担になっている書類は以下のとおり。

３原則

①行政手続の電子化の徹底（デジタルファースト原則）
②同じ情報は一度だけの原則（ワンスオンリー原則）
③書式・様式の統一
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３．法人設立手続のワンストップ化の現状

 国家戦略特区である「開業ワンストップセンター」は、指定後２年半を経ても、東京の１
か所のみ。また、各種窓口が１か所に集まっているのみであり、申請はそれぞれの窓
口で行う必要がある。

 法人設立手続のうち、定款認証は、公証人の面前での事前認証が必要で、オンライン
で手続が完結できない。また、プロセスが多く、ワンストップで手続ができない。
さらに、登記事項証明書は計６回も提出する必要がある。

（１）国家戦略特区「開業ワンストップセンター」 （２）法人設立手続の現状

○平成27年４月、法人設立時に必要な登記、税務、年金、定款認証等

の各種窓口を集約する「東京開業ワンストップセンター」が設立。

○平成28年12月より、それまで相談のみであった商業登記、国税の手

続が受付可能となるなど、機能が拡充された。

登記前

登記時

登記後

①定款認証

②会社代表者印 提出

③設立登記申請 （※①②が必要）

④登記事項証明書 取得

⑤会社代表者印印鑑証明書 取得

⑥法人銀行口座開設

⑦税務署 設立届出

⑧都道府県・市町村税事務所設立届出

⑨労働基準監督署 設立届出

⑩公共職業安定所 設立届出

⑪年金事務所 設立届出

⑫健康保険組合 設立届出

登記事項証明書が必要

登記事項証明書が必要

登記事項証明書が必要

登記事項証明書が必要

登記事項証明書が必要

登記事項証明書が必要

公証人による面前での事前認証が必要

出典：第１回法人設立手続オンライン・ワンストップ化検討会資料（一部加工）

登記完了（申請後１～２週間かかる）

書面提出

書面交付

書面交付
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４．法人設立手続オンライン・ワンストップ化に関する意見

（１）定款認証は、公証人役場において公証人による面前での事前認証が必要で
あり、物理的にオンライン化の大きなボトルネックとなっている。このため、標準
定款例を用意するなどの措置を講じることにより、廃止もしくは届出制とする規
制緩和を行うことが必要である。

（２）印鑑および印鑑証明制度については、官民、民民の間で法律や慣行により、
現在、さまざまな場面で使用され、根付いている。また、電子証明書は取得や維
持に費用がかかり、必ずしも頻繁に使わない中小・小規模事業者にとっては負
担である。このため、電子証明書の使用に統一化せず、印鑑制度を残しつつ電
子証明書も使えるといった、選択肢を増やす形での改革が合理的である。

（３）行政の手続のために、行政側が発行した証明書を、民間側が何度も手数料
を支払って入手し、行政のそれぞれの窓口に提出する現状にある。このため、
行政間の情報連携を進めることで、窓口のワンストップ化を図るとともに、取得
に手間とコストがかかっている添付書類を徹底的に削減する必要がある。
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＜参考資料＞第２回法人設立手続オンライン・ワンストップ化検討会
法務省提出資料
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